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要請：エネルギー基本計画見直しに民主的プロセスと市民参加を 

2017 年 6月 16 日 

e シフト（脱原発・新しいエネルギー政策を実現する会） 

グリーン連合 

 

2017 年はエネルギー基本計画の見直しが予定されており、現在まさに、経済産業省で審議会づく

りなど議論がされています。e シフト（脱原発・新しいエネルギー政策を実現する会）は、環境団体

や消費者団体などの連合として、エネルギー政策基本法に規定される通り、エネルギーシフトに向か

う世界や日本の現状を踏まえ（第 12 条）、透明で民主的なプロセスにより、環境に適合した（第 3

条）エネルギー基本計画の策定を求めます。 

 震災・原発事故から 6 年が経ち、エネルギーや環境をめぐる国内外の状況も大きく変化しました。

世界では脱原発に舵をきる国が相次ぎ、気候変動に立ち向かう新たな国際枠組みとしてパリ協定が発

効しました。日本でも、省エネルギーは技術・努力ともに進展し、再生可能エネルギーは大きく増え

ようとしています。また、福島第一原発事故の被害は、いまだに収束せず、さまざまな形で苦しみと

被害が続いています。 

これからの日本のエネルギー政策をどうしていくのかは、日本に住む市民全員のくらしやいのちに

関わる、大変重要な課題です。そのため、エネルギー基本計画の見直しは、可能な限り市民に参加の

道を開き、民意を反映できるしくみを構築して行われるべきです。 

 前回 2013～2014 年のエネルギー基本計画見直しの議論の際には、 

 ― 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会は民意が反映されにくい委員構成となっていた 

― 2012 年夏の「国民的議論」の結果がまったく参照されなかった 

― 各地での意見交換会が開催されなかった 

 ― パブリックコメントでは「脱原発」の意見が多数であったが、全く反映されなかった 

など、プロセスとしても大きな問題がありました。 

これが繰り返されることのないよう、eシフトおよび賛同する各団体は下記を強く要請します。 

 

（１）公平・中立な審議会構築・運営 

国民にとって重大な関心ごとであるエネルギー政策は、社会を構成するメンバーが公平・中立的に

参加し、事務局主導ではなく委員会内で深い議論を行うことができる運営とすること。産業界・経済

界に偏らず環境団体、消費者団体などのメンバーも一定割合含めること。 

エネルギー政策基本法にもとづき、他省庁との調整や意見交換も、審議会議論と並行して行うこと。 

（２）情報公開・透明性の確保 

どのような経緯、理由づけで政策を見直し、検討し、新たに策定しているのかを市民が知ることが

できるよう、インターネット中継なども利用し、議論はすべてオープンとすること。また会合で用い

られた資料、及び、検討過程で参考にしたデータや資料も全て公開すること。 

（３）2012年の国民的議論の参照 

2012 年夏の国民的議論は、政権交代に関わらず広く市民の声を拾うことを目的として制度設計さ

れていた。約 8 万 9000 件のパブリックコメントなども踏まえてまとめられた結果、および「エネル



ギー・環境戦略（2012）」を参考資料として議論の前提とすること。 

（４）可能な限り多様な市民参加プロセスの構築 

 議論の最終段階で実施するパブリックコメントにとどまらず、審議会の中でも環境団体や消費者団

体、若者団体などからのヒアリングや福島第一原発事故に関するヒアリングを行うなど、経済界・産

業界中心ではない、社会のさまざまな層からの意見収集を行うこと。また、公開意見交換を、福島も

ふくめ全国各地で、できるだけ早い段階で行うこと。 

（５）ここ数年で大きく変化する国内外の状況を踏まえること 

議論の前提として、震災以降大きく変化する世界の現状（脱原発やダイベストメントなど）、再生

可能エネルギーのコストの低下、省エネルギーの進展など、2014 年エネルギー基本計画時からの国

内外の変化について、十分な情報収集・ヒアリングを行うこと。 

 

 

＜賛同団体＞ 2017 年 6月 16 日現在  37 団体 

国際環境 NGO FoE Japan、原子力資料情報室、気候ネットワーク、環境エネルギー政策研究所、A SEED 

JAPAN、国際環境 NGO グリーンピースジャパン、原水爆禁止日本国民会議(原水禁)、市民電力連絡会、

高木仁三郎市民科学基金、環境文明２１、環境市民、WWF ジャパン、ふぇみん婦人民主クラブ、環境

まちづくり NPO 元気力発電所、一般社団法人大磯エネシフト、350.org Japan、NPO 法人北海道グリ

ーンファンド、NPO 法人東アジア環境情報発伝所、福島原発事故緊急会議、原子力規制を監視する市

民の会、東京・生活者ネットワーク、環境まちづくり NPO エコメッセ、足元から地球温暖化を考える

市民ネットえどがわ、足元から地球温暖化を考える市民ネットたてばやし、ノーニュークス・アジア

フォーラム・ジャパン、おがわ町自然エネルギーファーム、そらとも、R 水素ネットワーク、緑の党

東海本部、経産省前テントひろば、ソーラーエネルギー教育協会、くらし しぜん いのち 岐阜県

民ネットワーク、平和・人権・環境を守る岐阜県市民の声、放射能のゴミはいらない！市民ネット・

岐阜、No nukes とエコ東農、さよなら原発・ぎふ、東海民衆センター 

 

＊引き続き賛同を募集しています。 

 

 

 

＜呼びかけ＞ 

e シフト、グリーン連合 

 

<連絡先> 

e シフト（脱原発・新しいエネルギー政策を実現する会） 

〒173-0037 東京都板橋区小茂根 1-21-9（FoE Japan 内） 03-6909-5983 info@e-shift.org 


